女性差別撤廃委員会

質問事項　（未編集版）（抜粋・概訳）

全般

3.　前回の総括所見（A/58/38, para. 357）において、委員会は国内法に差別の具体的な定義がないことに懸念を表明し、直接および間接差別両方を含む、条約1条に沿った女性に対する差別の定義を国内法に含めるよう勧告した。委員会の勧告に対して政府がどのような措置をとったかを示してほしい。

4.　女性差別撤廃条約は、国内の裁判事件で引用あるいは言及されたことはあるか。もしあるならば、その結果はどうだったか。さらに、司法および法律に携わる人一般に条約に関する認識を向上させるためにどのような措置をとったか示してほしい。

雇用及び仕事・家族生活の調和

19.　報告は女性労働者と雇用者の間に紛争が起こった場合の調停に向けた紛争解決制度について説明しているが、そのような調停制度が不調だった場合どうなるのか情報を提供していない（報告 para. 303-305参照）。改正雇用機会均等法の違反の場合、被雇用者はどのような法的手段が利用できるのか、この法律で義務違反があったとされた雇用者に対してどのような罰則が予定されているのかを示してほしい。女性が申請・提訴した事件の数に関する統計とそれらの事件の結果を示してほしい。

20.　報告は（para. 292参照）、改正雇用機会均等法が、ポジティブ・アクションを導入した雇用者に対して援助を提供すると述べている。雇用者が実施したポジティブ・アクション、改正法の下で雇用者が受けた援助、そのような援助がどの程度女性被雇用者に利益をもたらしたかについてさらに情報を提供してほしい。

21.　報告によると、2005年、女性労働者（パート労働者を除く）の平均賃金は男性労働者の65.9％だった。厚生労働省が2003年に作成した、適用が任意である「男女間の賃金格差解消のための賃金管理及び雇用管理改善方策に係るガイドライン」以外に男女賃金格差に対応するためにつくられ、とられた措置について説明してほしい。

22.　報告は、改正雇用機会均等法に関する指針が改正されたと述べている（para. 290参照）。これらの指針に、特にそれらが雇用管理、募集・採用、配置（仕事の配分や権限の付与を含む）及び昇進に関連する条文において、間接差別がどのように含まれているかについて詳細を提供してほしい。
